
様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４２７３０００１２６ 

隔測式水道メーター購入 

履行場所 建設部水道課（南相馬市原町区三島町一丁目43番地の1） 

種  類 物品 

概  要 隔測式水道メーターの購入 

相

手

方 

名  称 アズビル金門株式会社 福島営業所 

代 表 者 所長 古木 久雄 

所 在 地 福島県福島市方木田字谷地１７番地９号 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

隔測式水道メーターは、通常の直読式水道メーターとは異なり既設集中検針盤との互

換性を要することから、集中検針盤の製造元である当該業者以外に製造できる業者が存在

しないため、当該業者との随意契約としたい。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事等担当課名 〔 水道課 〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４２７３０００１２９ 

鹿島西部地区農業集落排水処理施設通報装置購入 

履行場所 南相馬市 鹿島区寺内字古川 地内 

種  類 物品購入 

概  要 

鹿島西部処理場に設置してある緊急通報装置が故障してしまったことに

よる復旧に必要な製品の購入 

 

相

手

方 

名  称 荏原実業㈱ 東北営業所 

代 表 者 所長  原川 和之 

所 在 地 宮城県仙台市青葉区上杉二丁目３番７号 K２小田急ビル３F 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

□２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

■５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

 Ｈ２７年１２月に西部処理場に設置してある緊急通報装置が故障したため、至急交換を

する必要が生じました。 

 指定する期日での納品に併せて、既設施設部分を復旧するとともに拡張施設部分の制御

上の整合をとり、かつ工事工程を遅延させずに納品が可能な業者は、鹿島西部地区農業集

落排水処理施設拡張機械電気設備工事の受注者である上記業者のみであることから随意契

約としたい。 
 

 

 

 

 

 

 

 

工事等担当課名 〔  下水道課    〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

 
契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４２７３０００１３５ 
小型軽量個人積算線量計の管理機購入 

履行場所 健康づくり課  
種  類 物品購入 

概  要 
精度の高い個人積算線量測定を希望する方に時間毎、日にち毎に積算線量

を確認できる小型軽量個人積算線量計（D－シャトル）を貸与、測定する
にあたり、測定結果を読み取り、管理できる当該製品を購入する。 

相

手

方 

名  称 株式会社 千代田テクノル 福島復興支援本部 
代 表 者 福島復興支援本部長 吉田 浩一 
所 在 地 福島県福島市大町 7番 23号 

 
根 
 
拠 
 
規 
 
定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 
■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  
□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 
□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  
□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  
□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  
□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 
□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 
□９号 落札者が契約を締結しないとき 

 
 
随

意

契

約 
理

由

の 
説

明 

【具体的に記入すること】 
 購入を予定している製品は、小型軽量個人積算線量計(D-シャトル)を接続し、線量計の

測定期間中の月別、日別、指定日の時間別の線量結果をデータ化し、出力することが出来

る。 
この機能が備わっているのは当該製品のみであり、放射線量に不安を持つ方に小型軽量

個人積算線量計(D-シャトル)を貸与、測定して頂き、より詳細なデータを提供すると共に

不安の軽減をはかるために当該業者と随意契約いたしたい。 
 
 
 
 
 
 
 

工事等担当課名 〔健康づくり課〕 
※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４２７３０００１４３ 

南相馬市防犯カメラシステム用ＨＤＤ購入（旧警戒区域内） 

履行場所 生活環境課 

種  類 物品購入 

概  要 

防犯カメラシステムにより撮影した映像の記録を６か月間保存し、事件・

事故の解決に資するとともに、地域における安全・安心のさらなる向上を

図るもの。 

相

手

方 

名  称 株式会社メディアシステム 

代 表 者 代表取締役 渡邉 弘志 

所 在 地 福島市御山字稲荷田８３番地２ 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

当該業者は、防犯カメラシステム設備の設置業者であり、ＨＤＤを防犯カメラシステム

に設定する際にはＨＤＤにおいてエラーが発生した際の異常時メールを送信するための情

報登録を防犯カメラシステムと連動するように設定する必要があることや画像記録エラー

の防止には防犯カメラシステムとＨＤＤを一体的に管理する必要があることから、当該業

務を総合的に正確かつ確実に履行できるのは当該業者のみであるため、随意契約とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事等担当課名 〔市民生活部生活環境課                       〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 


